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 商工会の合併の認可基準は、次のとおりである。 
 なお、商工会法第６０条により、下記の経済産業大臣の権限は、知事に委任されている。 

    
法第５２条の２第３項 
 ３  経済産業大臣は、前項の認可の申請があつた場合において、新商工会が次に掲げる要件に適合していないと認めるときは、同

項の認可をしてはならない。  
一  第２３条第２項各号に掲げる要件に適合すること。  
二  新商工会が第７条第２項の規定により市町村の区域の一部をその地区の全部又は一部とする場合にあつては、その合併によ

り新商工会の事業が合併前の商工会の事業に比して著しく効率的なものとなること。  
 

法第２３条第２項 
２  経済産業大臣は、前項の認可の申請があつた場合において、設立しようとする商工会が次に掲げる要件に適合していないと認

めるときは、同項の認可をしてはならない。  
一  設立の手続並びに定款及び事業計画の内容が法令に違反しないこと。  
二  第１３条本文に規定する者の２分の１以上が会員となるものであること。  
三  その設立がその地区内の商工業の総合的な改善発達に寄与するものであること。  
四  その事業を実施するために必要な経済的基礎を有すること。  
五  設立しようとする商工会が第７条第２項の規定により市町村の区域の一部をその地区の全部又は一部とする場合にあつて

は、その設立が関係市町村内の商工業の総合的な改善発達に支障を生じないこと。  
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